
 

第４回国立大学法人奈良教育大学経営協議会議事要旨 

 

１．日 時 平成２３年１１月２４日（木）１０時～１１時２０分 

２．場 所 大会議室 

３．出席者 江原武一委員、菅谷文則委員、冨岡將人委員、仲川順子委員 

長友学長、生田理事（教育）、宮﨑理事（総務）、伊豆蔵副学長（企画）、佐野副学長（研究） 

  陪席者 鷲山理事、藤巻監事、加藤副学長（国際交流・地域連携） 

４．議 題  

◎審議事項 

１ 学部改組に伴う学則の改正について（資料１） 

２ 中期計画の変更について（資料２） 

３ 東日本大震災及び紀伊半島水害で被災した本学入学試験の志願者の特例について（資料３） 

４ 平成２３年度補正予算（学内）の編成及び業務達成基準適用事業について（資料４） 

５ 平成２３年度給与の改定方針について 

 

◎報告事項 

１ サバティカル研修の申請について（資料５） 

２ 平成２３年度後期授業料等免除可能額について（資料６） 

３ 平成２４年度概算要求について（資料７） 

 ４ 三教育大学連携推進事業における連携推進室の設置等について（資料８） 

５ 平成２４年度運営費交付金：国会議員への要請について（資料９） 

６ 平成２４年度科学研究費補助金の申請状況について（資料 10） 

  ７ 平成２２事業年度に係る業務の実績に関する評価結果について（資料 11） 

 

◎その他 

   

 

５．議 事 

 ◎審議事項 

  １ 学部改組に伴う学則の改正について 

    総務担当理事から、資料１に基づき説明があり、審議の結果、改正案のとおり学則の改正が承認 

された。 

 

  ２ 中期計画の変更について 

    教育担当理事から、資料２に基づき説明があり、審議の結果、変更案のとおり中期計画の変更が 

承認された。 

 

  ３ 東日本大震災及び紀伊半島水害で被災した本学入学試験の志願者の特例について 

    総務担当理事から、資料３に基づき説明があり、審議の結果、原案のとおり、平成２４年度入学 

試験に係る検定料免除に関する要項の制定、国立大学法人奈良教育大学授業料その他の費用に関す 

る規則の一部改正が承認された。 

    主な意見は以下のとおり。 

   ○１２月１８日で被災証明書の交付が停止となることから、証明書類については、「コピーでも可」 

とするべき。 

    →運用で対応する。 

   ○「者」と「もの」の表現が混在している。統一すべきではないか。 



   ○検定料の免除は、平成２４年度限りの特例措置か。 

    →恒久的な規則とはしない方針だが、次年度については改めて検討を行う。 

 

  ４ 平成２３年度補正予算（学内）の編成及び業務達成基準適用事業について 

    総務担当理事から、資料４に基づき説明があり、審議の結果、平成２３年度学内補正予算、並び 

に平成２３年度業務達成基準適用事業（２件）が承認された。 

    なお、配分額が―――となっている３事項については、次回１月の経営協議会で改めて審議を行 

う。 

 

  ５ 平成２３年度給与の改定方針について 

    学長から、平成２３年度給与について、国会で国家公務員の給与減額措置法案が成立した場合、 

本学でもこれに連動して給与を減額改定する方針であるとの説明があり、審議の結果、承認された。 

 

◎報告事項 

 １ サバティカル研修の申請について 

    学長から、資料６に基づき、サバティカル研修の申請（１件）について報告があり、申請内容か 

ら給与は１００分の１００とすること、今後の取扱いとして、同一時期に同一講座から２名は認め 

ない、同一時期に認めるのは全学で３名までとすることが併せて報告された。 

   

  ２ 平成２３年度後期授業料等免除可能額について 

    総務担当理事から、資料６に基づき、平成２３年度後期授業料等免除可能額について報告があっ 

た。 

 

  ３ 平成２４年度概算要求について 

    総務担当理事から、資料７に基づき、平成２４年度概算要求について報告があった。 

 

  ４ 三教育大学連携推進事業における連携推進室の設置等について 

    総務担当理事から、資料７に基づき、平成２３年度国立大学法人施設整備費補助事業（大学教育 

研究特別整備費）の内定通知、並びに京阪奈三教育大学連携に伴う施設整備プランについて報告が 

あった。 

 

  ５ 平成２４年度運営費交付金：国会議員への要請について 

    学長から、資料９に基づき、11 月 2日付け書面にて、奈良県選出国会議員、及び本学出身国会 

議員、計１０名に対し、平成２４年度運営費交付金の支援要請を行った旨報告があった。 

 

  ６ 平成２４年度科学研究費補助金の申請状況について 

    研究担当副学長から、資料１０に基づき、平成２４年度科学研究費補助金の申請状況について報 

告があった。 

 

  ７ 平成２２事業年度に係る業務の実績に関する評価結果について 

    教育担当理事から、資料１１に基づき、平成２２事業年度に係る業務の実績に関する評価結果に 

ついて報告があった。 


